
 



 

（①個別計算書類） 

 

株式会社 日産サティオ奈良 （単位：千円）

金　　　　　額 金　　　　　額

流　　動　　資　　産 701,064 流　　動　　負　　債 548,032

現 金 及 び 預 金 136,700 買 掛 金 209,419

売 掛 金 78,166 短 期 リ ー ス 債 務 19,824

商 品 265,339 未 払 法 人 税 1,256

貯 蔵 品 302 未 払 費 用 32,168

仕 掛 品 11,693 未 払 消 費 税 等 67,768

短 期 貸 付 金 166,360 前 受 収 益 96,530

連結納税 未収 入金 10,814 賞 与 引 当 金 29,811

未 収 入 金 20,366 前 受 金 85,953

前 払 費 用 10,638 預 り 金 5,298

そ の 他 704 固　　定　　負　　債 312,466

貸 倒 引 当 金 △ 21 長 期 リ ー ス 債 務 274,994

固　　定　　資　　産 559,535 役員退職慰労引当金 7,410

有 形 固 定 資 産 301,627 資 産 除 去 債 務 30,062

建 物 246,751 860,499

構 築 物 13,093 （ 純　資　産　の　部 ）

機 械 装 置 13,122 株 　 主  　資 　 本 400,100

車 両 運 搬 具 10,045 資　　 　本　 　　金 90,000

工 具 器 具 備 品 8,835 316,841

リ ー ス 資 産 9,779 資 本 準 備 金 316,841

無 形 固 定 資 産 4,226 利　益　剰　余　金 △ 6,740

ソ フ ト ウ ェ ア 2,413 当 期 未 処 分 利 益 △ 6,740

電 話 加 入 権 1,812 （うち当 期利 益） △ 6,740

投資その他の資産 253,682

長 期 貸 付 金 117,477

出 資 金 350

保 証 金 30,312

そ の 他 投 資 9,025

長期繰延 税金 資産 98,862

貸 倒 引 当 金 △ 2,345 400,100

1,260,600 1,260,600

貸　　借　　対　　照　　表

2022年3月31日 現在

勘　　定　　科　　目 勘　　定　　科　　目

（ 資　産　の　部 ） （ 負　債　の　部 ）

負 債 合 計

資 本 剰 余 金

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 及び 純 資 産 合計  



（②個別計算書類注記表）                      ㈱日産サティオ奈良 

個別計算書類作成のための注記表 

自 2021 年 4 月 1 日 至 2022 年 3 月 31 日 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 1-1 資産の評価基準及び評価方法 

  (1) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   ① 商品    

  新車   個別法による原価法 

  中古車  個別法による低価法 

  仕掛部品  最終仕入原価法 

  ② 貯蔵品   最終仕入原価法 

  (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①  有形固定資産（リース資産を除く） 

耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっており

ます。 

イ 建物（附属設備を除く） 

（イ）平成 10 年３月 31 日以前に取得したもの･･･定率法 

（ロ）平成 10 年４月１日以降に取得したもの････定額法 

ロ 建物附属設備及び構築物 

（イ）平成 28 年３月 31 日以前に取得したもの･･･定率法 

（ロ）平成 28 年４月１日以降に取得したもの････定額法 

ハ 機械装置及び工具器具備品･････････････････定率法 

ニ 車両運搬具･･･････････････････････････････定率法 

②  無形固定資産（リース資産を除く）････････････定額法 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

ただし、自社利用目的ソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。 

③  リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（ただし、残価保証がある場合は当該金額）

とする定額法を採用しております。 

  (3) 引当金の計上基準  

   ① 貸倒引当金 

     債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸 

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して 

おります。 

   ② 賞与引当金 

     従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により算出しております。  

   ③ 退職給付引当金 



     従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額 

に基づき計上しております。なお、退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度 

に基づく期末自己都合要支給額を基礎として計算しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

取締役及び監査役に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく事業年度末

要支給額を計上しております。 

 

1-2 その他の計算書類の作成のための基本となる重要事項 

  (1) 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。 

  (2) 連結納税制度の範囲 

   連結納税制度を適用しております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

 2-1 担保に供している資産及び担保に係る債務 

  (1) 担保に供している資産  

   該当ありません。 

  (2) 担保に係る債務の金額 

   該当ありません。 

 2-2 資産に係る減価償却累計額 

  ・有形固定資産の減価償却累計額     885,989 千円 

 2-3 資産に係る減損損失累計額 

   貸借対照表上、減価償却累計額に含めて表示しております。 

 2-4 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

  ・関係会社に対する短期金銭債権     166,029 千円 

  ・関係会社に対する短期金銭債務         139 千円 

 

３．損益計算書に関する注記 

 3-1 関係会社との取引高 

  営業取引による取引高 

   ・売  上  高              2,305 千円 

   ・仕 入 高            12,243 千円 

   ・営業取引以外の取引による取引高   2,344 千円 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

 （1）発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 

の株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末 

の株式数 

普通株式 28,800 株 －株 －株 28,800 株 

 

以上 


